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宮城労働局雇用環境・均等室

「働き方改革」に係る最近の取り組み



「働き方改革」の推進に係る宮城労働局の
最近の取り組み（1）
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○ 第５回宮城働き方改革推進等政労使協議会の開催（平成２９年１２月２１日）
政労使協議会を開催し、今後の働き方改革の取組について合意（プレス発表）

○宮城働き方改革推進支援センターの開設（平成３０年４月２日 本格運営開始５月７日）
中小事業者を支援するため、宮城県社会保険労務士会を事業受託先として相談窓口の開設、セミナー等

開催・講師派遣、コンサルタント業務を開始。
○県内５か所の労働基準監督署に労働時間相談・支援コーナーを設置（平成３０年４月１日）

労働時間改善指導・援助チームを編成し、労働時間相談・支援コーナーを設置して、中小事業主への相
談支援を開始。

○仙台公共職業安定所に人材総合支援コーナーを設置（平成３０年４月１日）
人手不足に対応するため、県内１２か所の公共職業安定所で相談に応じるとともに、仙台公共職業安定所

に専門窓口として「人材総合支援コーナー」を設置し、相談支援を開始。
○「働き方改革関連法」可決成立・公布

平成３０年６月２９日参議院において「働き方改革関連法」が可決成立。７月６日公布（平成３０年
法律第７１号）

○「働き方改革関連法」の周知について要請（平成３０年７月～８月）
働き方改革関連法の周知について、宮城県内経済団体（宮城県経営者協会、宮城県中小企業団体中央会、

宮城県商工会議所連合会、宮城県商工会連合会）及び日本労働組合総連合会宮城県連合会へ要請。
地方公共団体、宮城労働基準協会等関係機関への周知協力依頼。

○地域金融機関と宮城労働局において包括連携協定を締結（平成３０年７月３１日）
宮城県内の５つの地域金融機関と宮城労働局との間で、包括連携協定を締結。セミナーの開催等で連携を

を確認。



「働き方改革」の推進に係る宮城労働局の
最近の取り組み（２）
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○宮城県地域両立支援推進チーム第２回会議（平成３０年９月４日）
治療と仕事の両立支援および長期療養者の就職支援に携わる宮城県内の関係者が参集し、取組状況を情報

共有するとともに今後の進め方等について意見交換を行う。
○ 第６回宮城働き方改革推進等政労使協議会の開催（平成３０年９月２１日）

設置要綱に関して、働き方改革関連法に即した政労使会議の位置づけを明記するとともに、オブザーバー
（関係機関）の参加を認めるものに改正。オブザーバー(関係機関)も含め、働き方改革の推進に協力して
取り組むことを確認。

○魅力ある職場づくりモデル企業表彰式を開催（平成３０年９月２１日）
働き方改革を進め、魅力ある職場づくりに取り組む企業を宮城県知事及び宮城労働局長が連名で表彰する

制度に基づき表彰（受賞企業：株式会社ユーメディア）。
○地域金融機関と労働局の包括連携協定に基づくセミナーを開始（平成３０年１０月１７日）

包括連携協定に基づく初のセミナー（仙台銀行及び宮城労働局との共催）を開催。
○大規模セミナーの開催

「みやぎ働き方改革推進セミナー」を開催(平成３０年１０月２２日：仙台市)[参加者数：４５０人]
講師：東京大学社会科学研究所教授水町勇一郎氏、事例報告（２社）ほか。



○ 第５回（平成２９年１２月２１日）

政労使協議会を開催し、今後の働き方改革の取組
について合意。

○第６回（平成３０年９月２１日）

設置要綱に関して、働き方改革関連法に即した政
労使会議の位置づけを明記するとともに、オブザー
バー参加を認めるものに改正。

オブザーバー(関係機関)も含め、働き方改革の推
進に協力して取り組むことを確認。

（オブザーバー）
宮城働き方改革推進支援センター・宮城県よろず支援拠点・宮城

県産業保健総合支援センター・宮城県社会保険労務士会・東北税

理士会宮城県支部連合会
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宮城働き方改革推進等政労使協議会を開催

政労使合意（平成29年12月21日）



魅力ある職場づくりモデル企業表彰
受賞企業：株式会社ユーメディア

○働き方改革を進め、魅力ある職場づくりに取り組む企
業を宮城県知事及び宮城労働局長が連名で表彰する制
度（本年度で３年目）。

※「平成30年度 宮城県における雇用の安定と定住促進協定」

に基く表彰

○平成３０年度は、全社的な取り組みを行う、株式会社
ユーメディアを表彰（平成３０年９月２１日）。

（過去の受賞企業）

・平成２８年度：株式会社藤崎

・平成２９年度：株式会社一ノ蔵

表彰企業選定理由
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中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推進支援事業

【宮城県内中小企業等】

宮城働き方改革推進支援センターの設置

「宮城働き方改革推進支援センター」を設置

電話・メール、来所による非正規雇用労働
者の処遇改善、労働時間制度、賃金制度
等に関する一般的な相談を受付

労務管理・企業経営等の専門家による個別
訪問を行い、就業規則等の見直し、労働時間
短縮、賃金引上げに向けた生産性向上に関
するコンサルティング等を行う

【県内の商工会議所・商工会等と協力】

宮城県内各地でセミナーの開催や出張
相談会を実施

支援センターは、全国各都道府
県に設置され、より身近な場所で
きめ細かな相談支援が受けられ
ます

【相談窓口】

～支援内容：事業主の方はこんな支援が受けられます～
１ 企業の「働き方改革」を進めるため

社会保険労務士などの専門家が来所または訪問により事業主の方から労務管理や生産性向上に関するお悩みをお聞きします。その上で、事業主は、労働時
間の短縮（３６協定や就業規則の作成を含む）、非正規労働者の処遇改善の進め方、テレワークなど柔軟な働き方の導入、賃金規定の見直しや労働関係助成金
の活用などについて、無料でアドバイスを受けることができます。

２ 企業の「労働生産性を向上」させるため
中小企業庁が宮城県商工会連合会に委託している「よろず支援拠点事業」と協力し、経営コンサルタント・中小企業診断士などの専門家によるアドバイスも

受けることができるよう連携します。

３ 先ずは、ご連絡を！
連絡先：宮城働き方改革推進支援センター（☎０１２０－７５０－５７３）
所在地：宮城県仙台市青葉区本町１－９－５五城ビル４階（宮城県社会保険労務士会内）
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宮城働き方改革推進支援センターの開設
○宮城働き方改革推進支援センターの開設

（１）業務開始日：平成３０年５月７日（開設日：平成３０年４月２日～準備期間）

（２）受託者：宮城県社会保険労務士会

所在地：宮城県仙台市青葉区本町１－９－５五城ビル４階

電 話：０１２０－７５０－５７３
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仙台公共職業安定所に人材総合支援
コーナーを開設（平成30年４月１日）

○求人者サービスの充実
・事業所情報の収集と求職者への提供

・担当者制による求人充足支援

・求職者ニーズを踏まえた求人要件緩和の提案

・求職者情報の積極的な提供

・関連助成金制度等の情報提供

○求職者サービスの充実
・予約制･担当者制による職業相談･職業紹介

・求人情報の提供及び応募勧奨

・個別求人開拓

・関係団体等が実施するセミナー等の情報提供

・職業訓練の受講あっせん

・職場定着の相談

○マッチングの充実
・求人者向け･求職者向けセミナーの実施

・事業所説明会･見学会の実施

・ミニ面接会の実施
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地域金融機関と宮城労働局による包括連携協定の締結
（平成３０年７月３１日協定締結式を開催）

「働き方改革関連法案」が第１９６回通常国会において、平成３０年６月２９日に可決・成立
しました（平成３０年７月６日公布）。
これを受け、宮城労働局では、平成３１年４月１日から順次施行される「働き方改革関連法」

の施行に向け、関係機関との一層の連携、各種イベント・様々な説明会等の開催、関係機関への
機関紙等への掲載などを通じて県内事業者への周知・支援に努めています。

関係機関とより一層の連携を図るため、地域金融機関５行と宮城労働局との間で包括連携協
定を締結しました。
連携協定を締結することにより次のような効果が期待できます。
○地域金融機関

地域経済の活性化を進める金融機関では働き方改革に関連した助成金を取引先顧客に紹介
するなどにより、顧客先の生産性向上・収益性向上、働く環境の整備などによる人手不足の
解消などに寄与することが期待できます。

○国（宮城労働局）
様々な知見やネットワークを有する地域の金融機関にご協力を戴くことにより、特に、地
域の中小事業者の働く環境の整備に向けた一層の取組み促進が期待できます。

○宮城県内事業者・労働者
地域金融機関と行政の連携した取組により、より安心した取組みを推進することが期待で
きます。
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金融機関と宮城労働局との包括連携協定（イメージ）
七十七銀行、仙台銀行、石巻商工信用組合、古川信用組合、仙北信用組合

の地域金融機関５行が宮城労働局と連携協定を締結しました（宮
城労働局と七十七銀行、仙台銀行（宮城労働局
と七十七銀行、仙台銀行、石巻商工信用組合と
の協定） 、石巻商工信用組合との協定）

主旨
○働き方改革は、労働の質を高めることを通じて生産性の向上に寄与する一方、持続的な働き方改革を進めるためにも
生産性の向上が必要となっています。

○今般、宮城労働局と、地域企業に関する様々な知見やネットワークを有する地域の金融機関とが包括連携協定に基づ
き連携を開始することにより、金融機関が行う地域企業支援が一層充実するとともに、労働行政の企業支援策が効果
的に活用されることを通じて、①地域企業の生産性向上の加速、②働き方改革の取組の円滑な推進が期待できます。

○○

☆顧客セミナーなどにおける労働局が実施する施策の
周知・ＰＲ

☆顧客事業主に対する働き方改革に関連する各種
リーフレットの配布・店頭配架

☆顧客向けセミナーの労働局との共催
☆顧客から把握した働き方改革に関する相談内容の提供
（助成金活用要望など）

☆働き方改革にかかる取組好事例の情報提供

☆働き方改革関連法も含め施策の説明
☆労働関係助成金等の情報提供
☆情報提供を受けた企業に対する支援（助成金の
活用・申請手続など）

☆顧客企業への宮城労働局「働き方・休み方改善
コンサルタント」の派遣

☆顧客企業への「宮城働き方改革推進支援センター」
の紹介

☆顧客向け及び金融機関職員向けセミナーの講師派遣

包括連携
協定

金融機関 宮城労働局

宮城県内企業の生産性向上と働き方改革の取組支援

取組内容



地域金融機関と宮城労働局との包括連携協定式
に関するプレス掲載
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地域金融機関と連携したセミナー等の開催例
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働き方改革に係る最近のセミナー等開催状況

・ 8月31日(金）

宮城県経営者協会人事労務担当役職者向けセミナー(仙台市)

・ 9月 7日(金）

宮城県法人会連合会役職員研修会(仙台市)

・ 9月26日(水)

宮城県商工会連合会商工会長セミナー(南三陸町)

・10月 3日(水)

働き方改革推進に向けた説明会(大崎市)

・10月 4日(木)

働き方改革セミナー(大和町)

・10月10日(水)

働き方改革関連法説明会(気仙沼市)

・10月17日(水)

中小企業の「働き方改革」セミナー（仙台市）

・10月18日(木)

働き方改革関連法説明会(石巻市)

・10月22日(月)

みやぎ働き方改革推進セミナー(仙台市)

・10月25日(木)

自治体職員向けセミナー(仙台市)

・10月30日(火)

建設業「働き方改革」トップセミナーin石巻（石巻市）
12



宮城労働局ホームページにおける周知

宮城労働局ホームページ
https://jsite.mhlw.go.jp/
miyagi-roudoukyoku/
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メールマガジンによる発信
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宮城労働局では、登録者に対して労
働行政に関する最新の情報を、無料

で提供しています。
（定期刊行月1回、臨時号随時）
登録者数は平成30年10月31日時点
で2,215名。現在も増加中です。

【登録ページ】
https://mdh.fm/
e?kN202Y9Nkj
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号


